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１　施設整備に関するサービス購入料

　・設計費相当額は、設計業務終了後に一括で支払う。（⑪）
　・建設費相当額は、各年度（平成27年度・28年度）の工事出来高に応じた部分払いを行う。また、各年度の当初（27年度は工事着手時）に、当該年度の出来高予定額の4割以内を前払いすることも可能である。（⑬⑰⑱㉑）

２　設計変更等による建設費相当額の変更

・　施設完成時に、実際に要した建設資材数量（㉑）と、実施設計後に事業者が提出した建設資材数量（⑧）との間に著しい差異が生じ、当該差異が生じた原因が上記と同様の理由による場合も同じ扱いとする。
・　上記のいずれの場合も、単純な積算誤りなど事業者の故意又は過失により作成・提出されたものと客観的に認められる場合には、変更に応じない場合がある。

・　設計業務終了後、設計上必要として積算した建設資材数量（⑧）と、契約交渉段階で事業者が内訳書の形で提出した建設資材数量（③）との間に著しい差異が生じ、当該差異が生じた原因が、市又は公社からの依頼による設計変更その他事業者の責によらない事由による等の合理的な理由によるものであると公社が認める場合には、公社と事業者で協議のうえ、
　施設整備に関するサービス購入料（建設費相当分）につき、これら差異を適切に反映した金額に修正することができるものとする。
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[参考]　落札者決定から施設完成までの契約及び設計建設費用支払いの流れ（検討案）
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③入札価格につい

ての詳細な数量・単

価の積算内訳を提

出していただきます。

実施設計終了後の

設計変更等の基準

となるものです。

④市と公社で締

結する施設譲渡

契約の承認議決

が、市議会で得

られない場合の

解約条件付きの

契約となります。

⑨実施設計終了後、建設に関する費用について、市又は公社からの依頼による設計

変更その他事業者の責めによらない事由により、契約時に提出した数量積算内訳書

（③）との間に著しい差異を生じた場合、公社と事業者で協議の上、これら差異を適切

に反映した金額に修正することができます。

⑨

・全体スライドの適用

実施設計終了後において、建設に関する費用について日本国内における賃金水準

又は物価水準の変動により不適当となったと認めたときは金額の変更を請求するこ

とができます。

・単品スライドの適用

特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内における価格が著しい変動

を生じ、金額が不適当となったときは、金額の変更を請求することができます。

⑨市と公社で締結する施設譲渡契約の承認議決が市議会で得られた場合、解約条

件を削除します。

⑦指定管理者の指定議決が、市議会で得られない

場合の解約条件付きの契約となります。

⑪支払限度額の範囲内で

設計に要した費用相当額

の支払いを行います。

⑬前払保証の付保を条件と

して（27年度出来高予定額）

×4割以内の金額の前払いを

請求することができます。

⑭指定管理者の指定議決

が市議会で得られた場合、

解約条件を削除します。原

則としてこの契約以後に管

制機器設置工事に着手し

てください。

⑰27年度出来高から、

支払済みの前払金額

を控除した残額の支

払の請求をすること

ができます。

⑱前払保証の付保を条件とし

て（28年度出来高予定額）

×4割以内の金額の前払いを

請求することができます。

㉑建設に関する費用から

支払済みの前払金・部分払

金を控除した金額を支払い

ます。

㉑施設完成後、建設に関す

る費用について、市又は公

社からの依頼による設計変

更その他事業者の責めに

よらない事由により、実施

設計時に提出した数量積

算内訳書（⑧）との間に著し

い差異を生じた場合、公社

と事業者で協議の上、これ

ら差異を適切に反映した金

額に修正することができま

す。
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⑧変更契約についての詳細な数量・単価の積算

内訳を提出していただきます。工期中の設計変更

等の基準となるものです。

⑥提案内容を基礎に管理体制、管理費

用、協定変更条件等の協定内容の詳細

を協議します。

⑤提案内容を基礎に関係機関調整、周辺公共施設と

の接続調整、市・公社からの変更要求等を協議の上、

設計に反映します。


